
資料３ 

 

市民活動団体との協働に関する実態調査 調査結果速報 
 

■ 調査概要 

◇調査対象 市内で活動する市民活動団体 1,121 団体 

◇有効回収数 384 票/1,121 票 （34.3％） 

 

１ 協働に関する意識 

協働を進める上での障害は、余裕がない、だれに相談したらいいかわからない、

協働に合うのかわからないといった回答が多く、具体的な行動に踏み出す以前で

ためらっている様子が伺える。任意団体よりＮＰＯ法人にこの傾向がやや強い。 
また、相互理解を進めるために必要なことでは、行政職員の理解の促進、意見

交換会等の議論の場という回答が半数を占めている。また、特に任意団体から活

動内容の情報公開の強いニーズが寄せられた。 
 

問１ 貴団体が、行政と協働するにあたって、障害と感じていることは何ですか。 

<複数回答> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問２ 市民活動団体や行政がお互いに理解を深めるためには、どのようなことが必

要だと思いますか。<複数回答> 

2.1%

34.9%

33.7%

34.3%

28.4%

21.9%

17.2%

11.8%

6.5%

21.9%

5.3%

39.5%

39.5%

32.3%

35.9%

30.3%

19.5%

8.7%

3.6%

21.0%

0.0 % 10.0 % 20.0 % 30.0 % 40.0 % 50.0 %

マンパワーが不足しており、行政と協働するだけの余裕がない

どこに（又は誰に）相談に行ったらよいのかわからない

自分たちの事業が協働に合うのかどうかわからない

行政と一緒にどのように仕事をするのかわからない

行政が意見を聞いてくれない（聞いてくれないのではと不安）

契約や補助金申請などに必要な書類の作成方法がわからない

行政から指導・介入されたくない

以前やってみたがうまくいかなかった、成果が上がらなかった

その他

無回答

NPO法人(195団体)

任意団体(169団体)

3.1%

5.9%

4.7%

6.2%
その他

無回答

53.3%

56.2%

42.6%

26.0%

27.8%

15.4%

15.4%

10.1%
11.3%

21.0%

23.1%

33.3%

28.7%

27.2%

57.4%

52.3%

0.0 % 10.0 % 20.0 % 30.0 % 40.0 % 50.0 % 60.0 % 70.0 %

市民活動団体に対する行政職員の理解の促進

意見交換会などの行政と市民活動団体の議論の場

ホームページ等での市民活動団体の活動内容や組織に関する情
報の公開

相互理解を促進するための共通ルールの整備

セミナーやシンポジウムなど情報発信の場

行政機関に対する市民活動団体関係者の理解の促進

行政職員の市民活動団体へのインターンシップなどの人事交流

市民活動団体の行政機関へのインターンシップなどの人事交流

NPO法人(195団体)

任意団体(169団体)



２ 市民活動団体の自立発展 

    信用力を高めるために必要なことは、活動理念や内容に関する情報の公開が最

も多く、ＮＰＯ法人では財政基盤の強化や組織運営能力の向上、協働の実績、任

意団体では組織や活動拠点に関する情報の公開との回答が多かった。 
また、セルフチェックの仕組みについては、具体的なメリットがあれば行いた

いとの回答が 4割をしめたが、信用力の向上のために積極的に行いたいとの回答
は 2割強にとどまった。反面行う必要がないとの回答は 2割強であった。 

 

 

問３ 市民活動団体が信用力を高めるためには、何が必要だと思いますか。 

<複数回答> 

 
 

60.9%

41.4%

34.9%

30.2%

32.5%

24.3%

8.3%

5.3%

29.7%

56.4%

43.1%

47.2%

52.8%

24.1%

5.6%

2.1%

0.0 % 10.0 % 20.0 % 30.0 % 40.0 % 50.0 % 60.0 % 70.0 %

市民活動団体の活動理念や活動内容に関する情報の公開

市民活動団体の組織や活動拠点に関する情報の公開

組織運営能力の向上

財政基盤の強化

行政や企業との協働の実績

行政または第三者機関による評価や認定

その他

無回答

 
 
 
 
 
 
 
 NPO法人(195団体)

任意団体(169団体)

 
 
 

問４ セルフチェックの仕組みができたら、貴団体は積極的に評価を行いますか。 

<複数回答> 

 

20.1%

41.4%

24.9%

26.6%

14.2%

10.1%

6.5%

4.6%

7.2%

21.5%

33.8%

12.8%

23.6%

41.5%

0.0 % 10.0 % 20.0 % 30.0 % 40.0 % 50.0 %

ﾙﾌﾁｪｯｸを公開することで信用力があがるのなら積極的に行いたい

ｾﾙﾌﾁｪｯｸを行うことによって具体的なﾒﾘｯﾄがあるならば行いたい

ｾﾙﾌﾁｪｯｸ項目が多すぎず､負担にならないようであれば行いたい

あまり意味がないので行う必要はない

ｾﾙﾌﾁｪｯｸだけではなく､第三者機関による評価を実施すべき

その他

無回答

 ｾ

 

 

 

 

 

 

 
NPO法人(195団体)

 任意団体(169団体)



 

問５ 貴団体における現在の資金調達の主な手段は何ですか。<複数回答> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
5.1%

0.0%

72.2%

1.8%

18.3%

7.1%

8.3%

26.0%

16.6%

1.2%

18.3%

14.8%

2.4%

8.2%

76.4%

12.3%

31.3%

15.9%

32.3%

22.6%

16.9%

35.4%

0.0 % 20.0 % 40.0 % 60.0 % 80.0 % 100.0 %

会費収入

借り入れ

役員・会員からの寄付

企業・財団等からの寄付

市民からの寄付

行政からの委託・助成

企業や財団等からの委託・助成

事業収入（介護保険事業などの法定事業の報酬）

事業収入（その他のサービス提供による対価・料金）

その他

無回答

NPO法人(195団体)

任意団体(169団体)



３ 市民活動推進センターに期待するもの 

任意団体ではよく利用しているという回答が 2割あったが、ＮＰＯ法人は 1割に
とどまり、利用したことがないという回答は 3割近くあった。利用しない理由とし
ては、活動エリアから遠い、情報提供や相談等がニーズに合わないとの回答が多か

った。 
センターの運営に必要な人材については、行政との協働を調整してくれる人や団

体活動に専門的アドバイスができる人、他の団体との橋渡しをしてくれる人などに

多くの回答が寄せられた。 
 

 

問６ 貴団体は NPO センターを利用されていますか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問７ 貴団体が、NPO センターを利用しない理由は何ですか。<複数回答> 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

10.3

20.1

26.7

20.7

12.3

13.0

22.6

14.2

27.2

30.2

よく利用よく利用 たまに利用たまに利用 以前は利用以前は利用
あまり

利用しない

あまり

利用しない

利用した

ことがない

利用した

ことがない
無回答

0% 25% 50% 75% 100%

NPO法人

任意団体

件数

  195

  169

現在利用している 現在利用していない 

37.0％ 62.1％

40.8％ 57.4％

3.3%

37.8%

30.6%

20.4%

14.3%

14.3%

12.2%

10.2%

9.2%

21.4%

3.1%

25.4%

1.6%

9.8%

10.7%

16.4%

24.6%

11.5%

25.4%

27.9%

0.0 % 10.0 % 20.0 % 30.0 % 40.0 % 50.0 %

活動エリアから遠い

情報提供・相談等がニーズに合わない

講座等がニーズに合わない

存在自体を知らなかった

中間支援団体等、他のサービスを利用しているので必要ない

地域や市民活動団体と知り合う機会がない

使いたい機器やサービスがない

利用料金が高い

その他

無回答

NPO法人(195団体)

任意団体(169団体)



 

問８ 今後、NPO センターを運営していくために、どのような人材に運営して欲し

いと思いますか。<複数回答> 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

52.1%

54.4%

52.1%

43.8%

32.5%

5.9%

7.7%

3.6%

4.6%

34.9%

45.1%

34.9%

62.6%

50.8%

0.0 % 10.0 % 20.0 % 30.0 % 40.0 % 50.0 % 60.0 % 70.0 %

行政事情に精通しており、行政との協働を調整してくれる人

市民活動団体の活動や運営に対して専門的知見からアドバイス
ができる人

他の市民活動団体などのネットワークが豊富で他団体との橋渡し
をしてくれる人

地域事情に精通しており、地域住民との橋渡しをしてくれる人

実際に市民活動団体を運営したことがある人

その他

無回答
NPO法人(195団体)

任意団体(169団体)



 

■参考  市民・市職員・企業アンケート （抜粋） 

 

問９ 「ＮＰＯ」に対する印象は。（市民・市職員・企業）<複数回答> 

市民の印象はおおむね好意的だが、協働の相手となる市職員や企業で「信用で

きない」「よくわからない」との回答が多い傾向。 

企
業

市
民
・
市
職
員

45.5%

30.4%

17.3%

8.9%

53.2%

33.0%

21.9%

24.7%

0 % 10 % 20 % 30 % 40 % 50 % 60 %

自主的に社会に役立つ活動を行う団体

行政の行き届かないところを補う団体

寄付金や補助金で活動している団体

（市民のみ）

あまり信用できない団体

（市民のみ）

行政に対して様々な要求を行う団体

（市職員のみ）

よくわからない団体

（市職員のみ）

市民

市職員

24.3%

14.8%

15.7%

22.4%

36.7%

17.1%

行動的

役立つ・頼もしい

情熱的

友好的

何をしているのか分からない

うさんくさい

企業

 

問１０ ボランティア・市民活動に参加した経験は。（市民・市職員） 

   市民・市職員ともに、身近な市民活動は自治会やＰＴＡなどの地域の活動が主

体であり、市民活動団体に所属したり、団体の活動に参加したりという経験は少

ない。特に市職員については、平成 18年度より「参加したことがない」という
回答が増加。 

 

市
職
員

市
民

39.4%

4.0%

4.2%

4.6%

39.1%

7.5%

28.2%

64.3%

55.1%

34.6%

6.2%

5.6%

6.1%

41.6%

42.2%

7.5%

0.0 % 25.0 % 50.0 % 75.0 %

自治会・町内会など地域の活動

ボランティア団体・市民活動団体に所属して活動

個人的に参加しているボランティア活動

企業などが実施するボランティア活動

参加したことはない

現在参加している

今は参加していないが過去に参加したことがある

全く参加したことはない

H18年

H22年

<単数回答>

<複数回答>

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 



 

問１１ 協働によって事業を進めることについての認識。（市職員） 

   積極的に協働を進めるべきとする市職員は 20％で、平成 18年度と比較しても
あまり変化はない。多くの職員はプラス面とマイナス面の間で迷っている。 

 
 

20.6%

49.5%

7.7%

2.3%

20.0%

1.0%

5.8%

20.2%

21.9%

49.3%

0.0 % 10.0 % 20.0 % 30.0 % 40.0 % 50.0 % 60.0 %

積極的に進めるべき

どちらかというと進めるべき

どちらかというと進める必要はない

まったく進める必要なない

わからない

H18年

H22年

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問１２ 協働が必要な理由、必要でない理由。（市職員）<複数回答> 

35.9%

41.2%

42.7%

53.4%

64.1%

28.4%

43.8%

17.4%

73.4%

46.6%

0.0 % 20.0 % 40.0 % 60.0 % 80.0 %

行政だけでは解決できない課題や問題が増えている

市民ニーズを踏まえたまちづくりを進めるため

市民の参加意欲を高める

市民、ＮＰＯそれぞれに必要な役割がある

行政の仕事を減らすため

時間や労力がかかりすぎる

信用できない団体がある

自主的な活動であり、行政が関るべきでない

行政は工夫次第で十分対応できる

ＮＰＯと行政は異質なもの
協働が必要な理由

協働が必要でない理由


